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１．研究計画の概要 
研究期間内の研究到達点の目標は、下記

２点である。 
１点目は、マクロな居住地の変容予測を

行い、それに基づく都市圏政策の提案を行
うことである。 
２点目は、ミクロな視点による具体の居
住地変容予測を行うとともに、将来におけ
る居住地管理のための課題抽出と居住地管
理政策の提案を行うところである。 
上記到達目標を達成するため、本研究は

下記の構成によって取り組むこととする。 
(1)関西都市圏の将来居住動向予測 
関西都市圏の市町村別人口推計等に基
づく世帯数推計と、住宅需要動向、空
地・空家発生予測の実施 
(2)関西都市圏縁辺郊外居住地調査と居
住地政策の立案 

  居住者アンケート調査、居住ヒアリン
グ調査による、今後の郊外居住地継続の
課題の把握と居住地維持管理政策の立
案 
(3)欧米・アジアにおける先進事例調査 
 都市圏拡大大国米国における都市の成
長管理政策の最新実態調査、欧州諸国にお
けるコンパクトシティ政策の最新実態調
査、アジア諸国の都市圏拡大実態調査 

 
２．研究の進捗状況 
関西大都市圏の都市の拡大実態の経緯を、

市区町村別に分析を行っている。具体的には
、市町村別人口動態、新設住宅の着工戸数の
経年的変化の市区町村別分析を行い、マクロ

な都市圏開発データと将来予測の基礎資料の
分析を行った。さらに、関西都市圏における
公共開発・民間開発の主要ニュータウンのリ
ストアップを行い、その立地特性の分析を行
っている。これらの分析成果は、都市住宅学
会関西支部の研究会成果としての出版物に報
告する準備と検討が進んでいる。 
アジアにおける先進事例調査としてタイ

国バンコック調査、欧米における先進事例
調査として、アメリカおよびヨーロッパ調
査を実施した。ヨーロッパ調査は、ヨーロ
ッパのドイツ・フランスを中心としたコン
パクトシティ政策の先進事例調査を行った。
具体的には、公共交通機関の利用促進（フ
ライブルグ、ストラスブール、リヨン、等）、
マイカーの利用抑制（フライブルグ等）、ト
ラムネットワーク形成（ストラスブール、
カールスルーエ、フライブルグ等）、トラン
ジットモールの形成（フライブルグなど）
などの都市交通政策の実態、リヨン大都市
圏における都市圏再編政策の実態と事例、
老朽住宅団地の再生プロジェクト（アムス
テルダム、ライネフェルデ、ベルリンなど）、
環境共生住宅団地（カッセル、フライブル
グなど）、中心市街地の再生（フライブルグ、
ユトレヒトなど）などの取組についての調
査を行った。これらの結果は、現在、立命
館大学政策科学研究科のディスカッション
ペーパーに執筆中である。アメリカ調査は、
アメリカ合衆国における郊外居住地の計画
状況と衰退現象の把握を目的として調査を
行った。１点目は、典型的な初期の郊外居
住地の計画理論にのっとって計画された郊



外居住地の実態調査であり、これは、ニュ
ージャージー州のラドバーン地区の調査を
行った。２点目は、ニュー・アーバニズム
といわれる最近のアメリカ合衆国における
新しい郊外居住地の計画理論にのっとった
住宅地計画の実態調査であり、サンフラン
シスコ市郊外のサクラメント市のラグー
ナ・ウェスト、カルバイン特定地区計画や
ヴィレッジ・ホームなどの現地調査を行っ
た。３点目は、アメリカ合衆国における都
市縮退状況の把握であり、ポケプシー・タ
ウンの実態調査を行った。バンコック調査
は、都市の拡大地域である東南アジアの代
表都市として都市圏拡大の実態把握調査を
行うとともに、特に低所得者におけるコミ
ュニティ・ベーズドの住宅地整備の実態と
課題に関する調査を行った。これらの調査
では、低所得者のコミュニティ主導の住宅
地整備が根付きつつあるが、空間的なコミ
ュニティ活性化のための仕掛けは不十分で
あることなどを明らかにしている。 
 
３．現在までの達成度 
③やや遅れている 
「(1)関西都市圏の将来居住動向予測」、及
び「(3)欧米・アジアにおける先進事例調査」
については順調に研究が進んでいる。しか
し、「(2)関西都市圏縁辺郊外居住地調査と
居住地政策の立案」については取り組みが
遅れている。アンケート調査の位置づけに
ついて、現在再検討中であり、他の調査手
法への変更も含めた展開が必要であると考
えている。 
 
４．今後の研究の推進方策 
 「(2)関西都市圏縁辺郊外居住地調査と居
住地政策の立案」の検討を進めるとともに、
これまでの研究成果のとりまとめについて、
現在進行中である出版物への掲載や、ディス
カッションペーパーのとりまとめを進める。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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